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○：主負担（リスクが顕在化した場合に原則として負担を行う） 

△：従負担（リスクが顕在化した場合の負担が主負担に比べて少ない、又は限定的に負担を行う） 

空欄：リスクが顕在化した場合に原則として負担を行わない 

（注１）ここでいう「他事業」とは、気象庁またはＮＩＣＴが本事業と同時に実施する以下の事業を指す。 

・静止気象衛星「ひまわり 10 号」の製作及び打上げ 

・静止地球環境観測衛星の運用等事業（現行事業） 

・ＮＩＣＴ施設との接続回線の整備及び維持管理 

（注２）不可抗力リスクにおける「軽微なもの」とは、不可抗力による追加費用及び損害額について、整備期間中

においては整備費の１％相当額に至るまで、運用・維持管理期間中においては当該年度における運用費

用及び維持管理費用の１％相当額に至るまでを想定している。 

（注３）このリスク分担表は、特定事業における国等及びＳＰＣ間のリスク分担を整理するものであり、ＳＰＣが

自らの責任により実施する附帯事業については含まない。 
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発生 
段階 

リスク分類 リスク項目 No 内容 
リスク分担 

備考 
国等 ＳＰＣ 

共
通 

法制関連リスク 法令等の変更 1 本事業及びＰＦＩ法に基づく事業のみに影響
を与える法令等の変更 ○  

 

2 No.1 以外で、地上施設を構成する建物の整
備に影響を及ぼす法令等の変更（ＳＰＣによ

る増加費用の発生の防止手段を合理的に期待
できないと認められる場合に限る） 

○  

 

3 その他の法令等の変更  ○  

税制の変更 4 消費税率の変更 

○  

国等が支払う消費税に

ついては予算措置等必
要な手続きを行った上
で増額分を支払う。減

税措置があった場合は
減額変更を行う。 

5 その他の税制変更  ○  

許認可の取得 6 許認可の取得等の遅延に関するもの（国等の

申請分） 
○  

 

7 許認可の取得等の遅延に関するもの（現行運

用事業者から引き継ぐもののうち、現行運用
事業者の作業に起因するもの） 

○  

 

8 許認可の取得等の遅延に関するもの（上記以

外） 
 ○ 

 

不可抗力リスク 人為的リスク 9 戦争、放射能、テロ等の人的災害によるもの 

○ △ 

軽微なもの及び保険の

付保が可能なものを除
き、国等が負担する。 

地球上の自然
災害 

10 国等の想定を超える規模の天災（大地震、大
噴火等）に起因するもの ○ △ 

軽微なもの及び保険の
付保が可能なものを除
き、国等が負担する。 

宇宙空間の災
害 

11 宇宙空間の自然現象もしくは障害物に起因す
るもの ○  

 

社会リスク 近隣対策 12 国有地上に地上施設を設置すること自体に関

するもの 
○  

 

13 上記以外のもの  ○  

環境対策 14 整備、運用、維持管理上の環境への悪影響  ○  

第三者賠償 15 国等の提示条件・指示を直接の原因として第
三者に損害を与えた場合の賠償責任 ○  

 

16 上記以外の事由を原因として第三者に損害を
与えた場合の賠償責任  ○ 

 

債務不履行リス

ク 

事業の中断、

中止 

17 国等の指示または政策変更によるもの 
○  

 

従業員等 18 ＳＰＣの従業員等又は協力会社に起因するも
の 

 ○ 
 

ＳＰＣ構成員 19 ＳＰＣの構成員に関すること 
 ○ 

 

他事業 20 国等が別途実施する他事業の中止、変更等に
よるもの ○  

 

支払遅延・不

能 

21 サービス対価支払の遅延・不能によるもの 
○  

 

経済リスク 資金調達 22 必要な資金調達に関すること  ○  

物価変動 23 整備期間中の物価変動 
○ ○ 

本事業の実施に重大な
支障がある場合は、国

等との協議を行う。 

24 運用、維持管理期間中の物価変動 

○ △ 

一定範囲を超える部分

については国等が負担
する。 
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既存アンテナ等
に係るリスク 

既存アンテナ
等の契約不適

合 

25 既存アンテナ等の契約不適合に起因する増加
費用又は損害 

 ○ 

既存アンテナ等の本事
業での使用はＳＰＣの

責任で行うものとし、
当該アンテナ等に関し
て現行事業契約の内容

に適合しないことを理
由として、国等や現行
運用事業者に対し、履

行の追完の請求や損害
賠償の請求等を行うこ
とはできないものとす

る。 

契
約
前 

応募リスク 入札公告関連 26 提示資料の内容の誤り、欠如、変更に関する
もの ○  

 

応募費用の負
担 

27 応募費用に係るリスク 
 ○ 

 

契約締結リスク 契約の未締

結、遅延 

28 国等の責任により契約が未締結または遅延と

なった場合 ○  
 

29 上記以外の事由により契約が未締結または遅
延となった場合  ○ 

 

調
査
・
設
計
段
階 

調査・設計リス
ク 

設計変更 30 事業契約締結後に国等の指示、変更により設
計変更したことによる、工事費用、地上施設

費用等の増加 
○  

 

31 上記以外の事由により設計変更したことによ

る工事費用、地上施設費用等の増加  ○ 
 

設計等費用変
更 

32 国等の帰責事由による設計等費用の増加 
○  

 

33 ＳＰＣの帰責事由による設計等費用の増加 
 ○ 

 

技術等の欠陥 34 技術等の欠陥による費用増加又は遅延 
 ○ 

 

整
備
段
階 

用地取得リスク 用地の未確保 35 ＳＰＣが提案した用地取得の失敗によるもの  ○  

整備リスク 地上施設の整
備の遅延 

36 国等の指示によるもの ○   

37 国有地において国が与条件として明示してい
ない土壌汚染や地中障害物の処理等によるも
の 

○  
 

38 上記以外の事由によるもの  ○  

地上施設の整
備の変更 

39 国等の指示によるもの ○   

40 国有地において国が与条件として明示してい

ない土壌汚染や地中障害物の処理等によるも
の 

○  

 

41 上記以外の事由によるもの  ○  

性能リスク 要求水準の変
更 

42 国等の提案による要求水準の変更 ○   

43 ＳＰＣの提案による要求水準の変更  ○  

運
用
段
階 

地上施設性能リ

スク 

運用開始の遅

延 

44 国等の帰責事由によるもの（他事業を実施す

る者の帰責事由によるものを含む） 
○  

 

45 上記以外の事由によるもの  ○  

障害の発生 46 国等の帰責事由によるもの（他事業を実施す
る者の帰責事由によるものを含む） 

○  
 

47 地球上の自然現象又は障害物に起因するもの 
 ○ 

不可抗力リスクに該当
するものを除く 

48 ＳＰＣの帰責事由によるもの 
 ○ 

 

49 ひまわり９号に生じた不具合によるもの（Ｓ

ＰＣの帰責事由で生じた不具合は除く） ○  
 

衛星の損傷、
消失 

50 国等の帰責事由によるもの（他事業を実施す
る者の帰責事由によるものを含む） 

○  
 

51 ＳＰＣの帰責事由に帰すべき事由によるもの 
 ○ 

 

52 ひまわり９号に生じた不具合によるもの（Ｓ

ＰＣの帰責事由で生じた不具合は除く） 
○  
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運用関連リスク 日米バックア
ップ協定 

53 日米バックアップ協定に基づく運用の変更に
関すること ○  

 

要求水準の変
更 

54 国等の提案による要求水準変更に関すること 
○  

 

55 ＳＰＣの提案による要求水準変更に関するこ

と  ○ 
 

運用体制の維
持・管理 

56 運用に必要な人員の確保、体制の構築に関す
ること  ○ 

 

57 機密保持に関すること  ○  

維持管理リスク 地上施設の陳

腐化 

58 地上施設が技術的に陳腐化したことへの対応

（国が供給した設備を除く）  ○ 
 

地上施設の維
持・管理・修

繕等 

59 地上施設の維持管理に関すること  ○  

60 ウィルスなど不正なソフトウェアへの対策に
関すること  ○ 

 

61 情報漏洩に関すること  ○  

事
業
終
了
段
階 

終了手続関連リ
スク 

施設の性能確
保 

62 契約の終了時又は解除時において、国に引渡
しを行う施設の性能確保や契約不適合責任に

関するもの 

 ○ 
 

終了手続 63 事業終了時の手続に関する諸費用 
 ○ 

 

 


